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要旨：医療や産業分野における放射線・放射性物質の需要が拡大する一方で、それらからの被ばくのリスクは
益々増大する。看護職は医療や地域において、放射線被ばくを受けた患者や住民のケアを行うが、放射
線教育が充実していないため、必ずしも放射線の知識を有しているわけではない。本稿では、過去に大
規模な原子力災害を経験したベラルーシ共和国の医療系大学を訪問し、放射線教育構築に向けた示唆を
得たので報告する。

As the demand for the use of radiation and radioactive materials in the medical and industrial fields is expanding, 
the risk of exposure from them is increasing. While nurses are taking care of patients and residents who are 
exposed to radiation, they may not have enough knowledge of radiation safety protocols, due to a lack of radiation 
education. This paper reports on suggestions for radiation education for nurses based on visits to medical schools in 
Belarus, a country that experienced a large-scale nuclear disaster in the past.

I ．はじめに
放射線は 1895年にレントゲンが X線を発見して
以降、医療の分野では、基礎研究での利用、臨床に
おけるレントゲン検査や CT検査といった診断での
利用、またはライナックに代表される治療での利用

と多岐にわたり、その利用は益々拡大している。ま
た、原子力分野での発展も著しく、1954年に旧ソ
連のオブニンスク原子力発電所で発電されて以来、
2020年 1月時点で世界各地に 442基、日本国内で
は 42基の運転可能原子炉が保有されている1)。その
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一方で、チェルノブイリ原子力発電所や福島第一原
子力発電所で発生した環境汚染を引き起こす甚大な
原子力発電所の事故を経験している。2011年の東
京電力福島第一原子力発電所事故において、日本国
内が混乱の渦に巻き込まれたのは記憶に新しいだろ
う。
看護職者は、その福島第一原子力発電所の事故後
から現在に至るまでのさまざまな対応に関わってい
るが、看護職の教育課程において、放射線教育はな
されてこなかったため、放射線の知識が十分でない
ままで対応を迫られた 2–4)。震災以降、放射線被ば
くによる健康への影響を含め、放射線に関する知識
や健康問題に関する知識を提供する教育や教材の必
要性が示唆されてきた 5, 6)が、いまだ看護職および
看護学生に対する全国的な放射線教育の実現まで
至っていない。
そこで本稿では、その課題解決のためにチェルノ
ブイリ原子力発電所事故を経験し、その中で放射線
教育を構築してきたベラルーシ共和国の看護学校と
医科大学の 2校を 2019年 7月に訪問し、わが国で
の看護基礎教育における放射線教育に関する示唆を
得たので報告する。

II．ベラルーシ共和国とチェルノブイリ原子力発電
所（図 1）
ベラルーシ共和国は、旧ソ連の一国であり、1986
年に大規模な原子力発電所事故があったチェルノブ
イリ原子力発電所が立地するウクライナ（旧ソ連）
の北側（隣国）に位置する。首都はミンスクで、ゴ
メリ州やブレスト州など 6つの州に分かれている。
また、チェルノブイリ原子力発電所からベラルーシ
共和国の国境までは約 10 kmと近く、事故直後から
ベラルーシ共和国の本土は放射性物質による汚染を
認め、甚大な被害を受けた。特に汚染が拡がった地
域の住民らは大気中や食物中の放射性物質から出さ
れる放射線に被ばくし、避難も余儀なくされ、事故
から 34年が経過した今でも汚染地域は残り、当時
の被ばく影響や現存被ばくによる影響についての調
査は継続されている。

III．ベラルーシ共和国における放射線看護教育
1． 看護学校での放射線教育について（国立ゴメリ
看護学校）

1）国立ゴメリ看護学校の概要
国立ゴメリ看護学校は、ゴメリ州ゴメリ市に位置
し、ベラルーシ共和国内にある 16の看護師養成施

図 1．ベラルーシ共和国での訪問先とチェルノブイリ原子力発電所の位置
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設のうちの 1つ（ゴメリ州には 2つ）である。学生
の総数は約 700人で、病院や診療所で働く看護師
を養成する看護学部（2年間：約 180名／各学年）、
旧ソ連諸国などに特有の職種で医師が不在の地域の
診療所等に勤務し、救急医療、予防医療を提供する
専門職であるフェリドシェル7)や産科医療を提供す
るフェリドシェル助産師を養成する治療学部（3年
間：約 100名／各学年）、保健師を養成する予防医
学部（3年間：約 25名／入学は隔年）、そして歯科
フェリドシェルを養成する歯学部（3年間：約 25
名／入学は隔年）の 4つの学部を有し、卒業生の
約 60%が看護師、25%がフェリドシェルやフェリ
ドシェル助産師、残りの 15%が保健師や歯科フェ
リドシェルとなり就職する。フェリドシェルはわが
国では馴染みのない職種であるが、看護師や保健師
の役割については、特に日本との相違は感じられな
かった。また、ベラルーシ共和国の看護師の就職は
配属システムであるため、基本的に就職先は自身で
決めるのではなく、自分の故郷の近くに配置される

といった取り決めがある。なお、国立ゴメリ看護学
校は、立地からゴメリ州やモギリョフ州といった
チェルノブイリ原子力発電所事故の被災地からの入
学生も多く、卒業後の配属先ではチェルノブイリの
被災地に配属される学生もいるため、放射線の影響
や影響からくる疾病にどう対応するかを教えている
ということであった。チェルノブイリの被災地に配
属される学生に関して、被災地に配属されることへ
のネガティブな感情について聞いたところ、「田舎
に戻りたくないという学生はいるが、放射線被ばく
や汚染が原因で拒否はなく、汚染地域であろうと問
題なく仕事を行えている」といった回答であった。
現在の汚染レベルが時間の経過や除染など減衰して
きたこと8)に加え、放射線の知識を有していること
や汚染地域配属者への手当てがあることも汚染地域
への配属を受け入れる要因であるということであっ
た。
2）放射線に関連した教育内容
国立ゴメリ看護学校での放射線に関連した科目に

表 1．国立ゴメリ看護学校における放射線に関する教育内容

科目名 学部 学年 放射線関連コマ数
（全コマ数） 放射線関連の内容

衛生と人間の環境 看護学部 1年 6 （72） ・食品衛生：現在の放射線環境下における住民の食生活の特徴
・放射線衛生：放射線の人体への影響、放射線診断の手法
・実習（2時間）：世界およびベラルーシのチェルノブイリ原子力
発電所事故後の放射線状況、放射線防護の方法

基礎衛生と地域衛生 予防医学部 1年／ 2年 41 （326） ・健康的な生活形成に係る衛生：ベラルーシの放射線状況の特徴、
自然放射線および人工的線源からの被ばく線量、放射線汚染地
域に居住する場合の被ばく線量低減のための原則と住民の防護
プログラム
・政府による衛生管理：ベラルーシにおける放射線管理システム
・保健衛生研究の手法：原子力利用および放射線源利用の際の放
射線安全の原則、放射線被ばくによる健康影響の評価
・実習：放射線測定 例）空間線量率（ガンマ線）の計測、水や沈
殿物の測定試料採取法と処理、水の放射線汚染濃度計測と分析
（評価）、物質表面のアルファ・ベータ線粒子の密度計測、計測日
誌作成

食品衛生 予防医学部 1年／ 2年 24 （224） ・合理的食生活の基礎：放射線影響下の住民の食生活の原則、食
品・食品添加物の放射線防護作用、薬物動態学
・食生活の保健衛生的評価：国登録システムで管理される食品、
食品安全のための関税同盟（ロシア・カザフスタンなどとの）
のルール、食品放射線安全基準、食品経由での人体への放射性
物質摂取の低減対策、放射性物質を含む食品を扱う場合のルー
ル
・実習：放射能濃度測定のためのサンプル採取手法、食品サンプ
ルの測定前処理、放射線汚染土測定と分析（評価）、評価分析の
ガイドライン作成

労働衛生 予防医学部 1年／ 2年 12 （202） ・労働衛生の一般的問題：放射線同位体の種類、原子力および放
射線同位体を利用する労働をする労働者の安全確保のルール

災害時における 
住民と自然の保護

すべての学部 3年 2 （22） ・ゼミ活動：例）汚染地域で栽培された食物について、食品から
の被ばく低減のための方策

注）それぞれの科目は放射線関連に特化したものではなく、放射線教育を含むものとして記載　注）1コマ=45分
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ついて、インタビュー内容やシラバスから抽出した
内容を表 1に示す。看護学部の学生は、1年次の科
目「衛生と人間の環境」において、「学生らが自分
の身を守り、地域住民の防護の対策を取れるように
すること」を学修目標とした放射線安全や放射線防
護に関する講義を 6コマ受講（うち 2コマは放射
線測定実習）する。具体的な内容として、食品衛
生（現在の放射線環境下における住民の食生活の特
徴）、放射線衛生（放射線の人体への影響、放射線
診断の手法）などを講義で学ぶ。また放射線測定実
習では、世界やベラルーシの放射線汚染について調
べ、その後それぞれが個人で放射線計測器を使用し
た実習を行い、結果を発表するといった内容で展開
しているとのことであった。さらに、日本でいうと
ころの保健師を養成する予防医学部では、地域で働
く職種であることからより詳しく放射線について学
ぶために、3つの科目「基礎衛生と地域衛生」「食
品衛生」「労働衛生」の全 77コマが設定されてい
た。科目「基礎衛生と地域衛生」の放射線に関連し
た内容としては、健康的な生活形成に係る衛生（ベ
ラルーシの放射線状況の特徴や自然放射線および人
工的線源からの被ばく線量など）、政府による衛生
管理（ベラルーシにおける放射線管理システム）、
保健衛生研究の手法（ベラルーシの放射線衛生に関
する法律体系など）があり、実習内容として、空間
線量率（ガンマ線）の計測や物質表面のアルファ・
ベータ線粒子の密度計測などを行っていた。また、
科目「食品衛生」では、合理的食生活の基礎（放射
線影響下の住民の食生活の原則や食品・食品添加物
の放射線防護作用など）、食生活の保健衛生的評価
（食品放射線安全基準や食品経由での人体への放射
性物質摂取の低減対策など）があり、実習内容とし
て、放射能濃度測定のためのサンプル採取手法や放
射線汚染土測定と分析（評価）などを行っていた。
さらに、科目「労働衛生」では、労働衛生の一般的
問題として、原子力および放射線同位体を利用する
労働をする労働者の安全確保のルールなどの内容が
あった。他にも、すべての学部対象の科目「災害時
における住民と自然の保護」では、ゼミ活動として、
汚染地域で栽培された食物をとることによる被ばく
低減のための方策などを学ぶといったこともあっ
た。
教授方法として、教科書を使用した講義に加え、
ビデオ資料などを通して、放射線の人体影響、チェ

ルノブイリ事故当時から現在までの復興の様子、リ
クビダートル（チェルノブイリ原子力発電所事故の
処理作業に従事した人々）の記録や特に汚染が拡
がった地域のドキュメンタリー映像などで当時を知
る機会を提供していた。ゴメリ州以外の他の看護学
校でも同様のカリキュラムの中で放射線の教育も行
われているということであった。チュルノブイリ原
子力発電所事故から 30年以上が経過し、これまで
にも看護教育カリキュラムの改定はあったようだ
が、放射線の教育内容に関して大枠は変わっていな
いといった状況であった。その時の説明であった
「まだ、チェルノブイリの問題は終わっていないか
ら」といった言葉が印象的であった。

2． 医科大学での放射線教育について（国立ゴメリ
医科大学および国立ベラルーシ医科大学）
国立ゴメリ医科大学は国立ゴメリ看護学校と同様
にゴメリ州のゴメリ市に位置し、国立ベラルーシ医
科大学はベラルーシ共和国の首都であるミンスク市
に位置しているベラルーシ共和国の大学では、医学
部に限らず全学部で「放射線安全」が必修（15コ
マ）となっており、放射線の種類による人体への影
響や防護、線量計の使い方、数値の読み取り方など
を学習する。それに加え、医科大学にある予防医学
部の学生は、2年次の講義科目「放射線医学」の中
で放射線の基礎的な部分を学び、4–5年次の実習科
目「放射線衛生」で専門的に学ぶことになる。内容
としては、チェルノブイリ原子力発電所事故に偏っ
た内容（2–3コマ程度）ではなく、医療（診断）・
産業（廃棄物）・地域（ラドンガス）の視点から放
射線をみて、放射線や放射線同位体をどのように扱
い、どう管理するかなどであった。さらには、6年
生での科目「放射線と疫学」や 4–6年生である臨床
実習で放射線の知識を深めるといった構成となって
おり、「放射線と疫学」では、チェルノブイリ原子
力発電所事故や福島第一原子力発電所事故のことに
も触れているということであった。チェルノブイリ
原子力発電所事故以前は高濃度（1 Gy以上）の放
射線による被ばく影響についての内容が主であった
が、事故後は環境に存在する低いレベルの放射線と
その影響のついても含まれることとなったようであ
る。
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IV．国内での放射線看護教育
福島第一原子力発電所事故を経験したわが国で
は、震災以降の看護職への放射線教育の必要性が掲
げられ、福島県内および全国の看護職 9, 10)、そして
看護学生11)に対する独自の放射線教育への取り組み
が報告されている。その内容は、事故後の放射線リ
スクを理解するといった目的は共通しているが、そ
の対応（リスクコミュニケーションも含む）の理解
やスキルアップ、教育を行うための知識の向上と
いった目的はそれぞれで、時間数も約 2時間から 2
日間の実施等とさまざまであった。ベラルーシ共和
国、特に国立ゴメリ看護学校の保健師を養成する予
防医学部での放射線教育については、「地域衛生」
「食品衛生」「労働衛生」の観点から、放射線の基礎
的な内容や職場内での放射性物質の取り扱い（安全
管理）といった内容に加え、食生活と放射性物質に
関連する内容が含まれており、より実践的な視点か
ら放射線教育を行っていると感じた。教育内容や時
間数の違いについては、日本との専門職の役割の違
いではなく、日本との汚染状況（事故の規模や汚染
の範囲・濃度）の違いや食品摂取の内部被ばくに伴
う小児甲状腺がんの増加といった健康影響の発生状
況の違いにも関係しているのかもしれない。国内で
の小児甲状腺がんへの影響については、現在も調査
中であるが、子どもを持つ親の心配事の一つであ
る。また、食品の放射性濃度についても、原子力災
害事故後より基準値を定め、出荷について管理して
いることもあり、原子力災害後の重要なポイントで
ある。これらを踏まえて、食品と放射性物質に関す
る教育内容はわが国の教育内容として、積極的に取
り入れる必要があると考える。
しかしながら、昨今の国内の過密な看護師カリ
キュラムの中で、放射線特有の科目を立てて教育し
ていくことは厳しく、その教育人材確保の観点から
も難儀することが予測される。ベラルーシ共和国の
放射線教育体制を参考にし、放射線教育を科目立て
て実施するよりも、既存の科目「医療安全」や「災
害看護」等の枠組みへ数コマずつ含めていくことが
現実的かもしれない。そして、この度、文部科学省
から示された「看護学教育モデル・コア・カリキュ
ラム」12)で、「C-5-4-（2）放射線の医療利用による人
間の反応」の学修目標として、放射線の人体への作
用機序、放射線診断／治療に伴う有害事象、放射線
診断／治療の看護、職業被ばくの防護などに関する

内容が含まれ、「E-3災害時の看護実践」の学修目
標として、災害時の医療救護活動のフェーズによる
看護、放射線災害が及ぼす健康影響、被災者、救護
者のストレスに関する内容が含まれた。これを受け
て、一般社団法人日本放射線看護学会からは放射線
教育の実施に向けて、モデルシラバス（2コマ ver.
／ 15コマ ver.）も公開されている13)。こういった看
護教育の改正の流れを機に、今後の看護基礎教育に
おける放射線教育の実現が望まれる。

V．おわりに
ベラルーシ共和国内の放射線教育においては、放
射線教育を科目立てて実施するのではなく、衛生
（疾病予防や健康管理等）の枠組みに関連する放射
線の内容を組み込んで教育がなされていた。本邦に
おいても、現在先行して放射線教育を行っている学
校や上述したモデルシラバスを参考に放射線教育を
組み立て、さらには原子力災害の経験を活かしつ
つ、「看護学教育モデル・コア・カリキュラム」を
足掛かりに、放射線看護教育を拡充していく必要が
ある。
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